
（ ）

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

121% 10% 2350%

30年度
活動見込

31年度
活動見込

-

2

-

-

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国土強靭化アクションプラン2017（第３章２－３）

-9 -8 8

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

箇所

計算式 千円/施設
数

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災
等に資する国土強靭化基本法第10条

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

1 2 2

27年度 28年度 29年度

活動実績

29年度

千円

災害警備訓練施設の施設数

70,251

箇所

19,310/2 17,033/2

30年度活動見込

39,114 9,655

6

災害警備訓練施設の設置

実施方法

9 -

目標値 回

27年度

％

災害警備訓練施設の整備 担当部局庁 警備局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 警備課災害対策室
災害対策室長
増田　武志

事業名

会計区分

30年度

178

翌年度へ繰越し -

計

29年度

その他の事項経費

▲ 144

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

31年度要求

予算
の状
況

28年度

28年度 29年度

　災害警備訓練施設とは、地震、土砂・火山災害、水害等に対応する訓練エリアに重機操作訓練ゾーン、土砂埋没建物ユニット、高所訓練ゾーン、可変式訓練ユ
ニット、浸水域対応訓練ゾーン、外壁・床破壊訓練ゾーン等、様々な訓練設備を配置することで、国内の災害特性に即した実戦的訓練を実現可能とした施設であ
り、平成28年４月に近畿管区警察局災害警備訓練施設（大阪府堺市）、平成30年４月に警視庁・東日本災害警備訓練施設（東京都立川市）の運用を開始したとこ
ろである。

-

38

9 -

-

災害警備訓練施設の建設
状況

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

6

単位

執行額／施設数

単位当たり
コスト

-144

46

-

平成２７年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　東日本大震災、熊本地震等の教訓を踏まえ、国内の災害特性を即した実戦的訓練を安全かつ効率的に、さらには各部隊・職員の専門性・経験・能力に応じて段
階的、体系的に実施することが可能な訓練施設を整備することで、警察の災害対処能力向上を図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） ％

平成３０年度行政事業レビューシート 警察庁

執行額

47 40 150 17 17

19 141

執行率（％） 98% 48% 94%

1 1 2

39,114/1

28年度

140,502/2

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

災害訓練施設を整備することなどにより、災害への的確な対処が可能となる。

- -
定量的指標

9

-

-

-

国土強靭化基本計画
国土強靭化アクションプラン2017

27年度 28年度 29年度
目標最終年度

63 50

-

50 100

-

100 -

-

-

-

17 17

関係する
計画、通知等

達成度

63

-

-

年度 年度-

年度年度

8,517

中間目標 目標年度

27年度

27年度

実績値 回 8

単位

災害への対処に係る関係機関との合同訓練の実施状況
（各種訓練の実施件数）

施策 ２　災害への的確な対処

政策 ５　国の公安の維持

測
定
指
標

17

30年度当初予算

11

2

2

2

17

2

2

事業番号 0051

国土強靱化施策

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

消耗品費

光熱水料

雑役務費

借料及び損料

計

平成30・31年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

-

31年度要求

11

2



-

生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

事業番号 事業名所管府省名

○

-

-

全国から派遣された広域緊急援助隊が災害現場で効果的に
連携を行うためには、統一的な訓練技術を習得させる必要が
あるため、地方自治体等に委ねることは適当でない。

○

評　価項　　目

国内の災害特性に即した実践的訓練が実施できる災害訓練
施設の整備事業は、国民や社会のニーズを的確に反映した
ものである。

目標最終年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

-

目標値

中間目標計画開始時
29年度 30年度

　警察の災害対処能力向上を目的として設置したものであり、引き続き事業を推進していく必要がある。
　また、調達の都度、仕様の見直し・点検や競争性を高めるための契約方式の検討を行うとともに、過去の調達実績の反映等を図っており、今後
も引き続き実施する。

　本事業については、支出先・使途について、近畿管区警察局及び警視庁から執行状況の報告を受け、その状況を把握している。
　また、調達については、各種手続きの都度、仕様の見直し等を実施することで、競争性を確保している。

○

-

‐

施設については、十分に活用している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

-

‐

点検対象外

特になし。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

　契約は一般競争入札を基本としている。一者応札となった
契約については、他者でも受注可能な仕様としており、競争
性の確保に努めている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

有

現
状

通
り

年度

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

国内の災害特性に即した実践的な訓練を効果的・効率的に
実施するために必要不可欠であり、優先度は高い。

契約は、一般競争を基本としており、単位当たりコストの水準
は適当なものである。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

K
P
I

(

第
一
階
層

） -

引き続き、適切かつ効率的な事業実施に努めること。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

入札に参加する業者に調達情報を周知する取組を継続して
実施している。

行政事業レビュー推進チームの所見

国土強靱化アクションプランに基づいて着実に実施されてお
り、成果目標に見合ったものとなっている。

- -

○

災害訓練施設の整備のために支出されていることから、真に
必要なものに限定されている。

単位

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

-

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

見込みどおりに活動実績を上げている。

○

-

現
状

通
り

点
検
・
改
善

結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

- 年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事
業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

-

無

○

点検結果

契約は、一般競争を基本としており、受益者との負担関係は
適当なものである。

国
費
投
入
の
必
要
性

改革
項目

分野： - -

-

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

- -

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



( )

※平成29年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

支出先上位１０者リスト

A.

近畿管区警察局

135

A.近畿管区警察局

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

0.2

金　額
(百万円）

災害訓練施設の整備

使　途

予算配分

B.警視庁
金　額

(百万円）

6

費　目 使　途

計 6 計 135

物品購入費 コンクリート板（床用）　外６点ほか 3 雑役務費 不用物品廃棄処分

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

予算配分消耗品の購入等

費　目

C.豊徳建設（株） D.豊徳建設（株）

費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

光熱水料 水道料 0.8 工事費 災害訓練施設新築工事 130

計 3 計 0.2

使　途

計計 0.8

1

E.堺市上下水道局 F. 松井建設（株）

費　目

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

その他

130

- -

法　人　番　号

8000012130001 6

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-予算配分

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

- 平成25年度 -

平成26年度 - 平成27年度 22 平成28年度 21、69

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成29年度 警察庁 0052

警 察 庁
141百万円

近畿管区、警視庁に予算配分

Ｃ 民間会社（８者）

4百万円

物品の納入

＜物品購入等＞

【一般競争契約（最低価格）等】

【国費】

【予算配分】

配分された予算を財源として、事業を実施

Ａ 近畿管区

６百万円

Ｄ 民間会社（３者）

0.3百万円

役務の提供

＜雑役務費＞

【随意契約（少額）】

Ｅ 民間会社（３者）

１百万円

光熱水料

＜光熱水料＞

【随意契約（その他）】

配分された予算を財源として、事業を実施

Ｂ 警視庁

135百万円

【国費】

【予算配分】

災害訓練施設の整備に必要な工事の実施

Ｆ 民間会社（３者）

135百万円

【一般競争契約（最低価格）等】



B

C

D

E

F

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

石崎工業（株） 8013101004497
災害警備教養訓練施設整
備給水設備工事

1
随意契約
（少額）

- - -

（株）土屋建築研究所 3011101013151
災害警備訓練施設整備工
事監理

4
一般競争契約
（最低価格）

4 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

堺市上下水道局 3000020271403 水道料 0.8
随意契約
（その他）

- - -

（株）ＩＨＩ技術教習所 9021001027229 フォークリフト講習受講料 0.1
随意契約
（少額）

- - -

豊徳建設（株） 1120001156299 不用物品廃棄処分 0.2
随意契約
（少額）

- - -

（株）チヂキ 6260001004324 災害警備訓練指導員章 0
随意契約
（少額）

- - -

（株）美原リフトサー
ビス

5120101021804
サヤフォーク固定用ロックピ
ン

0
随意契約
（少額）

- - -

（株）山口商会 4120001091295 ベルトスイング外20点 0.8
随意契約
（少額）

- - -

（株）宏栄山本 5130001002928 メッシュパレット外29点 0.1
随意契約
（少額）

- - -

キンパイ商事（株） 3120001054889 スタティックロープ 0.1
随意契約
（少額）

- - -

豊徳建設（株） 1120001156299 コンクリート板（床用） 0.7
随意契約
（少額）

- - -

豊徳建設（株） 1120001156299
コンクリート板（壁用）外１点
等（２件）【随意契約（少
額）】

0.6 その他 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- - -

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - -

-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

警視庁 8000020130001 予算配分 135 その他 - -

3

4

1

2

豊徳建設（株） 1120001156299 コンクリート板（床用）外６点 2
一般競争契約
（最低価格）

2 - -

7

8

5

6

櫻護謨（株） 3011001008986 運搬器具外３点 0.4
随意契約
（少額）

- - -

11

9

10

日本住宅設備（株） 5122001016314 消毒剤 0
随意契約
（少額）

- - -

（株）宏栄山本 5130001002928 高圧タフリール外８点 0
随意契約
（少額）

- - -

1

2

3

トヨタＬ＆Ｆ近畿（株） 3120001026624 フォークリフト保守点検業務 0.1
随意契約
（少額）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

2

3 大阪ガスＬＰＧ（株） 5120001123130 ガス料 0
随意契約
（その他）

- - -

関西電力（株） 3120001059632 電気料 0.2
随意契約
（その他）

- - -

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

松井建設（株） 7010001034956
災害警備訓練施設整備工
事

130
一般競争契約
（最低価格）

1 - -


